
日本共産党森本ふみお後援会事務所

井原市木之子町２７２１－２３

TEL62-6061 FAX62-6081

周りの人に「日本共産党森本ふみお後援会」への入会をお勧めください。

森本ふみお

後 援 会 ニ ュ ー ス Ｎｏ１０４

２０１１年
１２月２０日

井原市政に対するご意見・ご要望をお寄せください

井原市議会平成２４年２月定例会の開会予定日は２月２７日(月)です。皆様の井原

市政に対するご意見・ご要望をお近くの党員か下記の電話・FAXにお気軽にお寄せ

ください。皆様のご意見・ご要望が１つでも多く実現するよう、引き続き奮闘した

いと考えています。

日本共産党後援会事務所 TEL６２－６２００ FAX ６２－６２０９

森本ふみお宅 TEL６２－６０６１ FAX ６２－６０８１

場
外
舟
券
売
り
場
の

設
置
問
題
な
ど
７
項
目
質
問

森
本
ふ
み
お
市
議

日
本
共
産
党
の
森
本
ふ
み
お
市
議
は
、
井
原
市
議
会
12
月
定
例
会
で
、
平
成
元
年
の
６
月

定
例
会
で
の
初
質
問
以
後
連
続
91
回
目
の
質
問
を
し
ま
し
た
（
写
真
）
。

こ
の
度
の
議
会
で
は
、
７
項
目
質
問
し
、
瀧
本
豊
文
市
長
や
片
山
正
樹
教
育
長
の
考
え
を

た
だ
し
ま
し
た
。
そ
の
内
３
項
目
の
質
問
と
答
弁
の
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

【
森
本
】
現
在
、
下
出
部
町
内
の
パ
チ
ン
コ
店
跡
地
に
、
「
場
外
舟
券
売
り
場
」
設
置
の
動

き
が
あ
り
ま
す
。
最
終
的
に
は
自
治
体
（
市
長
）
が
賛
意
を
示
す
こ
と
が
絶
対
条
件
の
一
つ

で
す
。
現
時
点
で
市
と
し
て
の
対
応
を
ど
う
考
え
て
い
ま
す
か
。
ま
た
、
慎
重
な
対
応
を
。

【
市
長
】
国
土
交
通
省
の
通
達
に
よ
る
と
、
設
置
予
定
者
が
モ
ー
タ
ー
ボ
ー
ト
競
走
法
に
よ

る
場
外
発
売
場
の
設
置
許
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
場
合
に
は
、
許
可
申
請
書
に
、
当
該
自
治

会
等
の
同
意
、
市
町
村
長
の
同
意
、
市
町
村
の
議
会
が
反
対
を
議
決
し
て
い
な
い
こ
と
が
条

件
に
な
っ
て
い
る
。

今
後
、
情
報
収
集
に
努
め
る
と
と
も
に
、
地
元
の
ご
意
向
や
市
民
の
意
思
を
尊
重
し
、
議

会
の
ご
意
見
等
も
お
伺
い
し
な
が
ら
適
切
に
対
応
（
判
断
）
さ
せ
て
い
た
だ
き
た
い
。

【
森
本
】
井
原
市
ふ
れ
あ
い
セ
ン
タ
ー
へ
早
期
に
自
動
昇
降
機
の
設
置
を
。

【
教
育
長
】
（
新
年
度
で
）
予
算
措
置
さ
れ
れ
ば
、
入
札
等
も
あ
る
の
で
（
毎
年
夏
、
セ
ン

タ
ー
で
実
施
さ
れ
て
い
る
）
「
七
夕
ま
つ
り
」
ま
で
に
設
置
で
き
れ
ば
と
思
っ
て
い
る
。

【
森
本
】
来
年
の
夏
に
向
け
幼
・
小
・
中
・
市
立
高
校
の
普
通
教
室
に
エ
ア
コ
ン
の
設
置
を
。

【
教
育
長
】
特
に
近
年
夏
の
気
温
上
昇
が
著
し
く
、
学
校
で
過
ご
す
子
ど
も
た
ち
の
健
康
管

理
と
集
中
し
て
学
習
に
専
念
で
き
る
環
境
整
備
の
観
点
か
ら
、
エ
ア
コ

ン
の
必
要
性
は
十
分
認
識
し
て
い
る
。

（
学
校
関
係
）
全
体
の
耐
震
改
修
が
来
年
度
で
終
わ
り
ま
す
の
で
、

そ
れ
が
済
ん
だ
あ
と
に
な
る
。

た
だ
、
中
学
校
の
音
楽
教
室
等
へ
の
設
置
の
要
望
が
あ
る
の
で
、
考

慮
し
な
け
れ
ば
と
考
え
て
い
る
。

井 原 市 議 会
１２月定例会



ご意見・ご要望および情報をお気軽にお聞かせください。

森本ふみお後援会ニュースＮｏ１０４ ２０１１(平成２３)年１２月２０日

この「後援会ニュース」は森本ふみお議員の
ブログ（http://jcp-seibu.sakura.ne.jp/morimoto/）でも見れます。

日本共産党はこう考えます
しんぶん赤旗
「主張」より

来年度税制

大企業奉仕が不公平を広げる
野田佳彦内閣が１０日未明の臨時閣議で２０１２年度の「税制改正大綱」を決めました。

「税制改正大綱」が第一に掲げているのは「新成長戦略の実現」です。昨年６月に菅直人・前内閣
が決定した新成長戦略は、ほとんど経団連の方針を引き写しにしたような内容です。

大企業の「国際競争力」の強化を最優先に、法人税減税をはじめとする徹底した財界目線の政策を
並べています。「大企業を応援すれば経済が良くなり、いずれ暮らしも良くなる」という、破たんし
た自民党流の古い発想そのものです。

不安の大もとに消費税

「税制改正大綱」に盛り込まれた施策の中心は、直接大企業を潤す減税措置と販売面から大企業を応
援する減税措置です。

直接大企業を潤す減税では、研究開発減税の上乗せ措置の延長や大企業の人減らし・リストラを支
援する産業活力再生法の減税措置の延長などを盛り込みました。販売面から大企業を応援する減税と
して、国の自動車重量税を１５００億円減税するとともに「エコカー減税」を３年間延長します。

いずれも、経団連が９月に発表した「税制改正に関する提言」で法人税率の引き下げの実行ととも
に要求していた措置です。

自動車減税では、自動車産業と経団連は自動車取得税、自動車重量税の廃止を求めています。「財
源がない」と言っていた財務省も結局は自動車重量税の減税に同意しました。政府は自動車取得税も
見直し、３０００億円規模の「エコカー補助金」を新設すると約束しています。安住淳財務相は「自
動車産業には日本経済のけん引役になってもらう」とのべ、これらが自動車産業への支援策であるこ
とを認めています。

社会保障は「財源がない」と切り捨てる一方で、財界の要求なら財源が
なくても従う本末転倒の姿勢が浮き彫りになっています。

「政府は消費税の１０％への引き上げを検討しているが、自動車取得税
と消費税の合計で１５％もの税が課せられることになれば新車販売に壊滅
的な打撃を与える」―。日本自動車工業会の志賀俊之会長（日産自動車の
最高執行責任者）は、こうのべて自動車の減税を要求しています。

志賀氏の言葉は自動車産業の不安の大もとは消費税増税だということを示しています。消費税増税
は国民の購買力を大きく落ち込ませ、自動車産業も難を逃れることはできません。世界経済危機が長
期化する懸念がますます深まるもとで、日本の自動車産業の立場から考えても、無謀な消費税増税の
中止こそ打開の道です。

行き過ぎ減税の是正へ

民主党は自公と談合し、９日に閉幕した国会で、庶民に８兆円を増税する「復興増税」法と一体で
法人税率を４・５％引き下げる法人税法改定を強行しました。

２００７年の政府税調答申は、税と社会保険料などの企業負担は「現状では国際的に見て必ずしも
高い水準にはない」と明記しています。法人税率の引き下げは何の道理もない財界・大企業奉仕です。
その上、さらに各種の減税で大企業を優遇するなら、つぎつぎと増税を迫られる庶民との不公平はま
すます広がります。

大企業減税は明らかに行き過ぎです。新たな減税は中止し、行き過ぎた減税を是正すべきです。


